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実施計画の策定に当たって 

１．策定の目的 

実施計画は、基本構想及び基本計画に定めるまちづ

くりを実現するために、行財政の均衡と事業の優先度等

を精査した具体的な行財政計画であり、健全な財政運

営と効果的・効率的な行政運営に資するために策定す

る。 

２．実施計画の計画期間 

実施計画の期間は、2018（平成30）年度から2021（平

成33）年度までの4か年とする。 

３．実施計画策定に当たっての考え方 

実施計画は、事業の規模、期間等を勘案し、個々の

事業の総体を明らかにする行財政計画として、上位計

画である基本構想、基本計画に沿って策定を行うととも

に、各個別計画との整合を図ることを基本に、次の各項

目に基づいて策定した。 

(1) 計画事業を年度別に示すとともに、これを裏付ける

財政計画を明らかにし、事業の具体化に向けた施策

についても十分配慮した計画とする。 

(2) 毎年度の実績及び社会経済環境の変化に弾力的

に対応していくため、ローリング方式を採用することを

前提とした計画とする。したがって、採択事業であって

も、行政評価において、毎年度その効果等の検証を

行い、検証結果によっては事業の組替や廃止を検討

する。 

(3) 経常事務事業と政策的事業とを一体化した行財政

の全体計画とする。 

(4) 「平成30（2018）年度国立市行政経営方針」に基づき、

4か年の計画期間に優先的に行うべき事業を厳しく精

査した計画とする。 

(5) 長期財政収支見通しと整合が図られた計画とする。 

(6) 地方交付税制度等、国、都の制度動向や、近年の

社会情勢等を考慮し、現状の政策運営を継続した場

合の財政収支試算としての性格を有する。 
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財政計画算定上の条件 

◆ 歳      入 

１．市    税 

負担調整措置の段階的廃止や評価替えに伴う「固定資産

税」及び「都市計画税」の増減を見込み、また、「市民税（個

人）」及び「市民税（法人）」については、景気動向等の要素を加

えて計上した。 

 

２．地方交付税･譲与税等 

地方消費税率は、2014（平成26）年 4月1日から 1.7％に改

定された。また、2019（平成31）年10月1日からはさらに2.2％

へと引き上げられる見込みである。 

これに伴い、市の歳入である地方消費税交付金が増えるた

め、増分を見込んで計上した。なお、税率引き上げ分について

は社会保障施策に要する経費に充てることとする。 

また、地方交付税のうち普通交付税は、地方消費税交付金

増等の要素から勘案し、財政計画では 2018（平成 30）年度以

降は見込んでいない。 

その他、利子割交付金、配当割交付金等の税連動交付金や

地方譲与税は、東京都の 2018（平成 30）年度交付見込みを参

考にして計上した。 

 

３．分担金･負担金及び使用料･手数料 

過去の実績等を考慮し計上した。 

 

４．国庫支出金･都支出金 

経常歳入については、扶助費等の伸びを参考に推計し、事

業計画の財源を合算して計上した。 

 

５．市    債 

現行制度を前提に、事業計画に伴う起債のみを計上した。 

 

６．その他 

財政調整基金、公共施設整備基金、高齢者福祉基金、国立

駅周辺整備基金、母子家庭等の自立及び子育ち支援基金、青

少年育英基金、ＲＨグローバル人材育成基金、道路及び水路

の整備基金、企業誘致促進基金、くにたち未来基金及び谷保

の原風景保全基金の活用を計上した。 
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◆ 歳      出 

１．人件費 

現行の報酬、給与制度により推計し、定年による退職手当額

を加算した。 

 

２．公債費 

償還計画額に、各年度の事業計画に伴う償還額を加えて計

上した。 

 

３．繰出金 

各特別会計の収支の健全化に留意するとともに、繰出状況

について財政検証を行い、額を計上した。 

 

４．普通建設事業費 

継続事業として、都市計画道路3・4・10号線整備事業、さくら

通り改修事業、小中学校非構造部材耐震対策事業などを見込

んだほか、2018（平成 30）年度からの新規事業として、西児童

館空調設備改修事業などを見込んだ。 

 

 

５．扶助費、物件費、補助費等、その他 

過去の実績等を参考に推計し、計上した。 

 

◆ そ の 他 

地方財政や社会保障制度等の枠組みについては、先行きに

不確定要素がある。 

今後の様々な動向によっては、計画を大幅に変更せざるを

得ない可能性もあるが、推移を見ながら柔軟に対応することと

する。 
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（単位：百万円）

金額
対前年度
伸び率

金額
対前年度
伸び率

金額
対前年度
伸び率

金額
対前年度
伸び率

　経  常  枠  歳  入 Ａ 26,493 0.9% 26,574 0.3% 26,777 0.8% 26,774 △ 0.0%

（財調以外の基金活用額） 132
高齢者福祉基金 20
企業誘致促進基金
111　等

140
高齢者福祉基金 20
企業誘致促進基金
110　等

140
高齢者福祉基金 20
企業誘致促進基金
110　等

30
高齢者福祉基金 20
等

　経  常  枠  歳  出 Ｂ 23,105 2.8% 22,681 △ 1.8% 22,821 0.6% 22,685 △ 0.6%

　差 引 Ａ－Ｂ＝Ｃ 3,388 △ 10.3% 3,893 14.9% 3,956 1.6% 4,089 3.4%

Ｄ 3,525 △ 6.3% 3,562 1.0% 3,624 1.7% 3,663 1.1%

827 △ 25.7% 863 4.4% 881 2.1% 914 3.7%

1,091 0.9% 1,039 △ 4.8% 1,013 △ 2.5% 946 △ 6.6%

915 1.0% 949 3.7% 989 4.2% 1,036 4.8%

692 4.8% 711 2.7% 741 4.2% 767 3.5%

Ｃ－Ｄ＝Ｅ △ 137 331 332 426

計画（政策）事業に必要な一般財源 Ｆ 459 678 375 441

計画（政策）事業に必要な一般財源
（事業年度後の元利償還金）

Ｇ 122 207 269

計画（政策）事業に必要な一般財源(経常
移行分)

Ｈ 65 274 274

Ｆ+Ｇ+Ｈ＝Ｉ 459 865 856 984

Ｅ-I＝J △ 596 △ 534 △ 524 △ 558

2021年度

※実施計画時差引財源不足額（Ｉ）に対する財源調整は、財政調整基金等の取り崩し及び健全化の取組により対応する。

財　源　調　整　表

年　　　　度　　 2020年度

計画事業に充当できる一般財源

計

　実施計画時差引財源不足額

　　区　　　　分

国民健康保険特別会計繰出金

下水道事業特別会計繰出金

介護保険特別会計繰出金

後期高齢者医療特別会計繰出金

2019年度

特別会計繰出金に必要な一般財源

2018年度
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（単位：百万円）

金　額 増 減 率 構 成 比 金　額 増 減 率 構 成 比 金　額 増 減 率 構 成 比 金　額 増 減 率 構 成 比

1. 市　　 税 14,980 1.1% 47.5% 15,044 0.4% 50.7% 15,027 △ 0.1% 50.6% 14,949 △ 0.5% 47.7%

2. 地方交付税・譲与税等 1,826 △ 4.8% 5.8% 1,832 0.3% 6.2% 1,965 7.3% 6.6% 1,965 0.0% 6.3%

3. 分担金･負担金 370 △ 2.1% 1.2% 390 5.4% 1.3% 390 0.0% 1.3% 390 0.0% 1.2%

4. 使用料･手数料 663 △ 34.2% 2.1% 677 2.1% 2.3% 684 1.0% 2.3% 682 △ 0.3% 2.2%

5. 国 庫 支 出 金 5,373 21.5% 17.0% 5,060 △ 5.8% 17.1% 5,111 1.0% 17.2% 5,295 3.6% 16.9%

6. 都 支 出 金 4,544 15.9% 14.4% 4,170 △ 8.2% 14.1% 4,383 5.1% 14.8% 4,588 4.7% 14.6%

7. 市　　 債 1,424 30.0% 4.5% 994 △ 30.2% 3.4% 853 △ 14.2% 2.9% 2,026 137.5% 6.5%

8. そ の 他 2,362 44.9% 7.5% 1,494 △ 36.7% 5.0% 1,289 △ 13.7% 4.3% 1,471 14.1% 4.7%

合　　　　計　A 31,542 8.0% 100.0% 29,661 △ 6.0% 100.0% 29,702 0.1% 100.0% 31,366 5.6% 100.0%

1. 人 件 費 5,128 △ 2.2% 16.3% 4,988 △ 2.7% 16.8% 5,075 1.7% 17.1% 4,939 △ 2.7% 15.7%

2. 扶 助 費 9,255 4.0% 29.3% 9,286 0.3% 31.3% 9,872 6.3% 33.2% 10,205 3.4% 32.5%

3. 公 債 費 1,641 △ 2.1% 5.2% 1,772 8.0% 6.0% 1,807 2.0% 6.1% 1,869 3.4% 6.0%

4. 物 件 費 4,293 △ 1.9% 13.6% 4,277 △ 0.4% 14.4% 4,159 △ 2.8% 14.0% 4,132 △ 0.6% 13.2%

5. 補 助 費 等 2,703 1.3% 8.6% 2,703 0.0% 9.1% 2,686 △ 0.6% 9.0% 2,666 △ 0.7% 8.5%

6. 繰 出 金 3,802 △ 5.6% 12.1% 3,839 1.0% 12.9% 3,911 1.9% 13.2% 3,949 1.0% 12.6%

7. 普通建設事業費 3,994 102.7% 12.7% 2,443 △ 38.8% 8.2% 1,839 △ 24.7% 6.2% 3,353 82.3% 10.7%

8. そ の 他 726 114.2% 2.3% 353 △ 51.4% 1.2% 353 0.0% 1.2% 253 △ 28.3% 0.8%

合　　　　計　B 31,542 8.0% 100.0% 29,661 △ 6.0% 100.0% 29,702 0.1% 100.0% 31,366 5.6% 100.0%

0 0 0 0

※　歳入の「8.その他」には、財政調整基金その他の活用額及び健全化による効果額を含みます。

※　構成比は、各項目で四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。

歳
　
　
出

2021年度2020年度年　　　　度

歳
　
　
入

収支   A－B

年度別財政計画

2018年度 2019年度

区　　　　分
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（単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 計画期間計

１．人権・平和の推進 1.2 0.9 0.7 0.7 3.5

２．男女共同参画社会の実現と女性への総合的な支援 16.3 13.3 13.3 13.3 56.2

○ ３．子育て環境の充実 770.4 735.7 334.2 248.3 2,088.6

○ ４．地域ぐるみでの子育ち支援 50.7 59.8 16.8 16.8 144.1

○ ５．学校教育の充実 371.0 385.0 432.0 2,032.0 3,220.0

○ ６．文化・芸術活動の推進と歴史・文化遺産の適切な保護 167.8 42.2 31.5 130.4 371.9

７．生涯学習の環境づくり 4.9 47.3 1.0 1.0 54.2

８．スポーツの振興 178.2 2.0 1.0 1.0 182.2

９．健康づくりの推進及び保健と医療の連携強化 30.5 26.1 24.9 24.9 106.4

１０．高齢者福祉の充実 0.7 0.2 1.0 1.0 2.9

１１．しょうがいしゃの支援 25.9 34.7 1.0 1.0 62.6

１２．支え合いの地域づくりと自立支援 37.5 23.5 13.6 13.6 88.2

○ １３．防災体制の充実 118.8 23.4 14.6 16.5 173.3

１４．防犯対策の強化 7.0 7.0 1.0 1.0 16.0

１５．コミュニティ活動の促進 10.6 83.7 121.5 0.7 216.5

１６．消費生活環境の整備 0.0 1.0 1.0 1.0 3.0

１７．花と緑と水のある環境づくり 23.5 60.6 5.6 5.6 95.3

施策名称
重点
施策

事業費
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（単位：百万円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 計画期間計
施策名称

重点
施策

事業費

１８．環境の保全 247.0 273.1 23.2 23.2 566.5

１９．ごみの減量と適正処理 107.3 100.8 97.6 97.6 403.3

２０．道路の整備と適正管理 439.2 383.3 363.2 252.9 1,438.6

２１．交通環境の整備 103.0 12.8 2.8 1.0 119.6

○ ２２．市街地整備の推進 1,656.1 450.3 337.3 780.0 3,223.7

○ ２３．南部地域の整備 109.5 141.9 292.9 179.9 724.2

２４．地域特性を活かしたまちづくりの推進 5.6 5.4 1.0 1.0 13.0

２５．下水道の整備・維持・更新

２６．商工業振興と観光施策の強化 10.9 8.4 6.9 6.3 32.5

２７．農業振興と農地保全の推進 17.2 4.6 4.6 0.3 26.7

２８．変化に対応できる柔軟で効率的な行政運営 45.9 23.7 22.3 20.9 112.8

２９．情報の積極的な発信と共有・保護 0.7 1.0 1.0 1.0 3.7

３０．市民連携・市民協働・市民参画の推進 0.0 1.0 1.0 1.0 3.0

３１．将来にわたって持続可能な財政運営 5.2 1.0 1.0 1.0 8.2

３２．公共施設マネジメントの推進 6.0 1.0 5.0 1.0 13.0

4,568.6 2,954.7 2,174.5 3,875.9 13,573.7計

下水道特別会計
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

15.0 1.0 4.6 2.0 7.4 6.0 1.0 4.5 0.5

＜個別事業名＞
・こども医療費助成拡充事業（2019経常移行）
・出産・子育て応援事業（ゆりかごとうきょう事業） 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

745.2 422.0 180.6 52.9 33.6 56.2 728.7 275.7 102.4 78.2 4.7 62.5 205.1

＜個別事業名＞
・保育支援型幼稚園補助事業
・子育て応援事業（2019経常移行）
・幼児教育推進プロジェクト事業
・認可保育園新設事業（2020経常移行）
・定期利用保育事業
・認証保育所認可化移行支援事業
・国立市社会福祉事業団設立事業（公立保育園民営化事業）
・保育の質のガイドライン策定事業
・保育従事職員宿舎借上支援事業
・保育園ICT化支援事業
・保育審議会運営事業（保育料）
・次期子ども・子育て支援事業計画策定事業
・子育て家族の外食支援事業
・子育て用品リサイクル・リンク事業
・一時保育支援事業
・病児・病後児保育事業
・西保育園外壁等改修事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

・幼稚園3園での10時間以上の預かり保育を目指す。
・「幼稚園フェア」を開催するとともに、バスツアーを
実施する。
・非認知能力を高める幼児教育の研究・実践を行う。
・認可保育園2園を公募により新設する。
・定期利用保育を実施する。
・認証保育所の2019年度からの認可化移行を支援す
る。
・社会福祉事業団設立の準備を行う。
・矢川保育園園舎の基本設計を行う。
・保育の質のガイドラインを策定する。
・保育従事職員用宿舎借上げ費用を助成する。
・保育業務支援システム導入費の一部を補助する。
・保育料算定の変更について検討を進める。
・子ども・子育て支援計画策定に向けたニーズ調査を実
施する。
・庁舎地下食堂で子育て家族の外食支援を行うほか、市
内飲食店への協力の働きかけを進める。
・子ども家庭支援センター及び児童館にリサイクルボッ
クスを設置し、子ども服等のリサイクルを開始する。

・幼稚園3園での10時間以上の預かり保育を行う。
・非認知能力を高める幼児教育の研究・実践を行う。
・認可保育園1園を公募により新設する。
・定期利用保育を実施する。
・社会福祉事業団を設立する。
・矢川保育園園舎の実施設計を行う。
・保育従事職員用宿舎借上げ費用を助成する。
・子ども・子育て支援計画を策定する。
・市内飲食店が行う子育て家族の外食支援に対して、必
要な備品購入等の経費の一部を助成する。
・2か所目の病児・病後児保育が可能な施設を新たに確
保する。
・西保育園外壁改修の実施設計を行う。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向２】
子育て支援環境づくり

＜担当部＞
子ども家庭部

子
育
て
環
境
の
充
実

・こども医療費の所得制限撤廃を小学校6年生まで拡大
する。
・すべての妊婦に対し保健師による面接を行うととも
に、育児支援パッケージを配布する。

・すべての妊婦に対し保健師による面接を行うととも
に、育児支援パッケージを配布する。

【展開方向１】
妊娠前から子育て期の切れ目のない支援の仕組みづくり

＜担当部＞
子ども家庭部

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

333.2 154.8 10.6 96.7 3.0 68.1 247.3 72.8 37.9 136.6

・幼稚園3園での10時間以上の預かり保育を行う。
・非認知能力を高める幼児教育の研究・実践を行う。
・矢川保育園園舎の建設工事を行う。
・保育従事職員用宿舎借上げ費用を助成する。
・市内飲食店が行う子育て家族の外食支援に対して、必
要な備品購入等の経費の一部を助成する。
・西保育園の外壁改修工事を行う。

・幼稚園3園での10時間以上の預かり保育を行う。
・非認知能力を高める幼児教育の研究・実践を行う。
・矢川保育園の運営を社会福祉事業団に委託するととも
に新園舎での保育を開始する。
・市内飲食店が行う子育て家族の外食支援に対して、必
要な備品購入等の経費の一部を助成する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・すべての妊婦に対し保健師による面接を行う。 ・すべての妊婦に対し保健師による面接を行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

10.2 4.0 6.2 1.0 1.0

＜個別事業名＞
・特定不妊治療助成事業（2019経常移行）
・妊婦健康診査事業（2019経常移行）
・新生児聴覚検査助成事業
・定期予防接種費用償還払い実施事業（2019経常移行）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

12.0 1.6 3.5 2.0 4.8 7.5 1.6 1.6 4.3

＜個別事業名＞
・地域子育て支援拠点事業（2019経常移行）
・子ども・若者の自立支援事業
・子どもの居場所づくり促進事業
・ひとり親家庭支援事業（2019経常移行）
・子ども・若者「地域学習支援」ネットワーク事業
・自立に課題を抱える若者への社会参加支援事業

＜関連事業＞
・ぐるっと地域応援活動（ＣＳＷ事業）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

子
育
て
環
境
の
充
実

【展開方向１】
ありのままの自分でいられる場所づくり

＜担当部＞
子ども家庭部、教育委員会

・特定不妊治療を受ける市民に対し、都制度への上乗せ
として医療費助成を行う。
・妊婦に対して、超音波検査、ＨＩＶ抗体検査、子宮頸
がん検査を実施する。
・里帰り等により市外にて定期予防接種を受ける際の費
用に対する償還払いを開始する。

・多摩地域の各自治体と連携して、新生児聴覚検査に係
る費用の一部を助成する。

地
域
ぐ
る
み
で
の
子
育
ち
支
援

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

・委託により子育て支援ひろばを実施し、子育て親子の
交流促進や子育てに関する相談・情報提供・講習等を行
う。
・行政、関係機関及び地域資源を活用したネットワーク
会議を構築する。また、ネットワーク会議では市民・家
族へ向けた講演会や相談会、支援者向けの勉強会を開催
する。
・安心、食の支援、学習支援といった子どもの居場所づ
くりに取り組む団体に支援を行う。
・ひとり親家庭への高等学校卒業程度認定試験に合格へ
向けた学習費用の助成を開始する。
・公民館での中高生向け学習支援講座「LABO☆くにス
タ」を実施する。
・ＮＨＫ学園との共催により、子ども・若者の教育活動
や居場所等に新しく関わる市民が学びあえる講座を開催
する。

・行政、関係機関及び地域資源を活用したネットワーク
会議において市民・家族へ向けた講演会や相談会、支援
者向けの勉強会を開催するなど、ひきこもりや子どもの
貧困等への支援を進める。
・安心、食の支援、学習支援といった子どもの居場所づ
くりに取り組む団体に支援を行う。

【展開方向３】
出産支援と母子の健康を守る体制の充実

＜担当部＞
子ども家庭部

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

7.5 1.6 1.6 4.3 7.5 1.6 1.6 4.3

2021年度（単位：百万円）

・多摩地域の各自治体と連携して、新生児聴覚検査に係
る費用の一部を助成する。

・多摩地域の各自治体と連携して、新生児聴覚検査に係
る費用の一部を助成する。

2020年度（単位：百万円）

・行政、関係機関及び地域資源を活用したネットワーク
会議において市民・家族へ向けた講演会や相談会、支援
者向けの勉強会を開催するなど、ひきこもりや子どもの
貧困等への支援を進める。
・安心、食の支援、学習支援といった子どもの居場所づ
くりに取り組む団体に支援を行う。

・行政、関係機関及び地域資源を活用したネットワーク
会議において市民・家族へ向けた講演会や相談会、支援
者向けの勉強会を開催するなど、ひきこもりや子どもの
貧困等への支援を進める。
・安心、食の支援、学習支援といった子どもの居場所づ
くりに取り組む団体に支援を行う。

2021年度（単位：百万円）2020年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

38.7 9.9 9.9 1.8 13.6 3.5 52.3 15.0 15.0 18.3 4.0

＜個別事業名＞
・放課後対策推進事業（2020経常移行）
・西児童館空調設備改修事業
・グローバル人材育成事業
・国内青少年交流事業
・青少年育英基金・RHグローバル人材育成基金積立事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

70.0 6.9 23.3 9.0 30.8 54.6 6.9 23.3 24.5

＜個別事業名＞
・新学習指導要領等対応備品整備事業
・情報教育関連機器導入事業（2019経常移行）
・教員用教科書及び指導書供給事業
・インクルーシブ教育推進事業
・学校運営支援事業
・放課後学習支援事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

【展開方向２】
子どもたちが主体的に学び成長できる場所づくり

＜担当部＞
子ども家庭部、政策経営部

・1小、3小、4小、7小の学童保育所で6年生までの受入
れを開始する。
・2小、5小、6小、8小の学童保育所で6年生までの受入
れのための準備を行う。
・西児童館の空調設備を改修する。
・「グローバルカフェ」や中高生を対象とした「海外短
期派遣事業」を実施する。
・国内の各地域との交流を通じて、青少年の育成を促進
する。

・小学校全校の学童保育所で6年生までの受入れを開始
する。
・「グローバルカフェ」や中高生を対象とした「海外短
期派遣事業」を実施する。
・国内の各地域との交流を通じて、青少年の育成を促進
する。

地
域
ぐ
る
み
で
の
子
育
ち
支
援

学
校
教
育
の
充
実

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向１】
教育内容の質的充実

＜担当部＞
教育委員会

・国の定める教材整備指針に沿って、対応した教科備品
等の整備を進める。
・公立小学校全校にタブレットを40台ずつ新たに整備
する。
・教科書改訂等に合わせて、教師用教科書・指導書を購
入する。
・特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）等を配置
する。
・教員の事務作業等の補助を行うスクール・サポート・
スタッフを小・中全11校へ配置する。
・放課後、公立小学校５年生以上及び公立中学校の希望
者を対象に学習教室を学校の教室で開設し、より多くの
児童に放課後の学習機会を提供する。

・国の定める教材整備指針に沿って、対応した教科備品
等の整備を進める。
・教科書改訂等に合わせて、教師用教科書・指導書を購
入する。
・特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）等を配置
する。
・教員の事務作業等の補助を行うスクール・サポート・
スタッフを小・中全11校へ配置する。
・放課後、公立小学校５年生以上及び公立中学校の希望
者を対象に学習教室を学校の教室で開設し、より多くの
児童に放課後の学習機会を提供する。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

9.3 8.3 1.0 9.3 8.3 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

70.6 6.9 23.3 40.4 61.5 6.8 23.3 31.4

・「グローバルカフェ」や中高生を対象とした「海外短
期派遣事業」を実施する。
・国内の各地域との交流を通じて、青少年の育成を促進
する。

・「グローバルカフェ」や中高生を対象とした「海外短
期派遣事業」を実施する。
・国内の各地域との交流を通じて、青少年の育成を促進
する。

2021年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・国の定める教材整備指針に沿って、対応した教科備品
等の整備を進める。
・教科書改訂等に合わせて、教師用教科書・指導書を購
入する。
・特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）等を配置
する。
・教員の事務作業等の補助を行うスクール・サポート・
スタッフを小・中全11校へ配置する。
・放課後、公立小学校５年生以上及び公立中学校の希望
者を対象に学習教室を学校の教室で開設し、より多くの
児童に放課後の学習機会を提供する。

・国の定める教材整備指針に沿って、対応した教科備品
等の整備を進める。
・教科書改訂等に合わせて、教師用教科書・指導書を購
入する。
・特別支援教育指導員（スマイリースタッフ）等を配置
する。
・教員の事務作業等の補助を行うスクール・サポート・
スタッフを小・中全11校へ配置する。
・放課後、公立小学校５年生以上及び公立中学校の希望
者を対象に学習教室を学校の教室で開設し、より多くの
児童に放課後の学習機会を提供する。

2020年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

3.2 1.5 1.8 0.3 0.3

＜個別事業名＞
・スクールソーシャルワーカー活用事業（2019経常移行）
・いじめ防止対策推進事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

273.9 56.8 28.4 132.9 22.1 20.0 13.7 301.9 55.9 141.3 48.9 55.8

＜個別事業名＞
・熱中症対策事業
・第二小学校改築事業
・第一中学校特別教室棟改築事業
・小学校非構造部材耐震化対策事業
・小学校校舎屋上防水改修事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

【展開方向３】
安心・安全な学校施設の充実

【展開方向２】
充実した学校生活の支援

＜担当部＞
教育委員会

学
校
教
育
の
充
実

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

・中学校3校の体育館に夏季期間中に移動式エアコン・
大型冷風機を試行的に設置し、本格導入へ向けた効果検
証を行う。
・第二小学校建て替えに向けたマスタープランの作成を
進める。
・第一中学校特別教室等建て替えに向けて既存校舎の法
適合調査を行う。
・第六小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修工
事を行う。

・第二小学校建て替えに向けたマスタープランを作成
し、建て替えの基本設計を行う。
・第一中学校特別教室棟建替えに向けて既存校舎の法適
合調査を行う。また、建て替えの基本設計を行う。
・第六小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修工
事を行う。
・第四小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修に
向けた実施設計を行う。

＜担当部＞
教育委員会、行政管理部

・スクールソーシャルワーカーを配置し、学校だけでは
解決が困難な教育上、生活指導上の課題に対し支援を行
う。
・いじめ防止対策として、小学校では弁護士による人権
をテーマにしたいじめ予防授業を実施する。中学校では
スクールバディの養成を行う。

・いじめ防止対策として、小学校では弁護士による人権
をテーマにしたいじめ予防授業を実施する。中学校では
スクールバディの養成を行う。

19



事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

0.3 0.3 0.3 0.3

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

335.7 54.1 215.0 33.2 33.5 1,944.8 277.9 1,317.1 174.7 150.0 25.2

2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円）

・いじめ防止対策として、小学校では弁護士による人権
をテーマにしたいじめ予防授業を実施する。中学校では
スクールバディの養成を行う。

・第二小学校建て替えに向けた工事に着手する。
・第一中学校特別教室等建て替え工事を行う。
・第四小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修工
事を行う。
・第一小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修に
向けた実施設計を行う。

2020年度（単位：百万円）

・第二小学校建て替えの実施設計を行う。
・第一中学校特別教室棟建て替えの実施設計を行う。
・第四小学校校舎の非構造部材耐震化と屋上防水改修工
事を行う。

・いじめ防止対策として、小学校では弁護士による人権
をテーマにしたいじめ予防授業を実施する。中学校では
スクールバディの養成を行う。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

7.4 5.8 1.6 4.6 3.0 1.6

＜個別事業名＞
・中学校部活動指導員配置事業
・学校と家庭の連携推進事業（2019経常移行）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

16.5 16.5 23.6 23.6

＜個別事業名＞
・新給食センター整備事業
・小中学校牛乳保冷庫購入事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

学
校
教
育
の
充
実

【展開方向４】
学校・家庭・地域連携の充実

＜担当部＞
教育委員会

・中学校3校に部活動指導員を指導時間を拡大して配置
する。
・「家庭と子どもの支援員」を既に配置している市内4
校から小・中学校全11校へ拡大して配置する。

・中学校3校に部活動指導員を配置する。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向５】
安心・安全な給食の提供と食育の充実

＜担当部＞
教育委員会

・給食センターの建て替えに向け、ＰＦＩ導入可能性調
査等を実施し、事業手法を選定する。
・小中学校に配備している牛乳保冷庫を更新する。

・給食センターの建て替えに向け、事業者選定等を行
う。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

4.6 3.0 1.6 4.6 3.0 1.6

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

20.8 20.8 20.8 20.8

2021年度（単位：百万円）

・中学校3校に部活動指導員を配置する。 ・中学校3校に部活動指導員を配置する。

2020年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）

・給食センター建て替えに向け、事業者選定を行うとも
に、新給食センターの整備を進める。

・新給食センターの整備を進める。

2020年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

110.2 81.4 13.6 13.0 2.2 11.9 5.0 6.9

＜個別事業名＞
・くにたちアートビエンナーレ支援事業
・芸術小ホール設備改修事業
・芸術小ホール外壁改修事業
・（仮称）国立市文化芸術推進基本計画策定事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

2.7 2.7 2.7 2.7

＜個別事業名＞
・市内音楽フェスティバル実施事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

文
化
・
芸
術
活
動
の
推
進
と
歴
史
・
文
化
遺
産
の
適
切
な
保
護

【展開方向１】
文化・芸術を育む良質の土壌づくり

＜担当部＞
教育委員会

・芸術小ホールのエレベーター更新工事及び地下スタジ
オの照明更新工事を行う。
・芸術小ホールの外壁改修工事を行う。
・（仮称）国立市文化芸術推進基本計画を策定する。

・第３回くにたちアートビエンナーレの開催を支援す
る。
・（仮称）国立市文化芸術推進基本計画に基づき事業を
実施する。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向２】
文化・芸術活動の促進

＜担当部＞
教育委員会

・市内小中学校の音楽系の部活が一堂に会する音楽フェ
スティバルを開催する。

・市内小中学校の音楽系の部活が一堂に会する音楽フェ
スティバルを開催する。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.2 1.2 11.2 5.0 6.2

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

2.7 2.7 2.7 2.7

・（仮称）国立市文化芸術推進基本計画に基づき事業を
実施する。

・第４回くにたちアートビエンナーレの開催を支援す
る。
・（仮称）国立市文化芸術推進基本計画に基づき事業を
実施する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）

・市内小中学校の音楽系の部活が一堂に会する音楽フェ
スティバルを開催する。

・市内小中学校の音楽系の部活が一堂に会する音楽フェ
スティバルを開催する。

2020年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

54.9 19.8 11.0 3.0 21.1 27.6 11.6 16.0

＜個別事業名＞
・本田家住宅保存活用事業
・古民家茅葺屋根葺き替え工事

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

15.3 3.1 1.5 6.0 4.7 7.6 7.6

＜個別事業名＞
・減災対策推進事業
・木造住宅耐震改修助成事業

＜関連事業＞
・南部地域狭あい道路整備事業
・都市計画道路3・4・10号線整備事業（延伸部分南工区）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

文
化
・
芸
術
活
動
の
推
進
と
歴
史
・
文
化
遺
産
の
適
切
な
保
護

【展開方向３】
歴史・文化遺産の保存・活用と伝統文化の継承

＜担当部＞
教育委員会

・寄贈を受けた本田家住宅の保存活用計画を策定すると
ともに、応急修繕を行う。
・本田家に残されている歴史的・文化的資料を活用する
ための調査・研究を行う。
・古民家の茅葺屋根の全面葺き替えを行う。

・本田家住宅を保存活用計画に基づき、保存・活用に向
けた解体・復元工事を実施するために基本設計を行う。
・本田家に残されている歴史的・文化的資料を活用する
ための調査・研究を行う。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向１】
防災都市づくり

＜担当部＞
行政管理部、都市整備部

・適切な避難行動の周知のための防災情報ブックの更
新・全戸配布、出火延焼防止のための感震ブレーカー・
地域配備消火器の設置促進、老朽化ブロック塀等の撤去
費用の助成等を行う。
・旧耐震基準で建築され未だ耐震化がされていない木造
住宅に対し、戸別訪問を行い、耐震化の必要性や助成制
度の説明などを行う。

・出火延焼防止のための感震ブレーカー・地域配備消火
器の設置促進、老朽化ブロック塀等の撤去費用の助成等
を行う。防

災
体
制
の
充
実

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

27.6 5.0 2.5 20.1 116.5 50.0 37.5 6.2 22.8

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

8.0 8.0 9.9 9.9

・本田家住宅解体・復元工事の実施設計を行う。
・本田家に残されている歴史的・文化的資料を活用する
ための調査・研究を行う。

・本田家住宅の解体・復元工事を行う。
・本田家に残されている歴史的・文化的資料を活用する
ための調査・研究を行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）

・出火延焼防止のための感震ブレーカー・地域配備消火
器の設置促進、老朽化ブロック塀等の撤去費用の助成等
を行う。

・防災情報ブックの更新・配布、出火延焼防止のための
感震ブレーカーの設置促進、老朽化ブロック塀等の撤去
費用の助成等を行う。

2020年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

101.6 1.4 59.6 11.8 28.8 15.8 15.8

＜個別事業名＞
・Ｊアラート更新事業
・被災者生活再建システム運用事業（2019経常移行）
・災害備蓄品購入事業
・消防団第5分団器具置場移設整備事業（2020経常移行）
・消防団防火衣購入事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.9 1.9

＜個別事業名＞
・避難行動要支援者名簿管理システム導入事業（2019経常移
行）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向３】
自発的な防災活動の促進

＜担当部＞
行政管理部、健康福祉部、子ども家庭部

・災害時に自ら避難することが困難な市民の円滑な避難
を支援するため、避難行動要支援者名簿の管理システム
を導入する。

・避難行動要支援者名簿を活用し、支援者と協力して具
体的な支援方法の検討を進める。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

＜担当部＞
行政管理部

・全国瞬時警報システム（Ｊアラート）の受信機を新型
のものに入れ替える。
・災害発生後における迅速なり災証明書の発行と的確な
被災者支援の実施するため、東京都が導入する共同利用
型システムへ参画する。
・備蓄計画に基づき備蓄品を整備する。
・新消防団第5分団消防器具置場の建設工事を行う。
・新型防火衣を全消防団員に対して貸与できるよう整備
する。

・備蓄計画に基づき備蓄品を整備する。
・現消防団第5分団消防器具置場の解体工事を行う。

防
災
体
制
の
充
実

【展開方向２】
災害等への対応能力の向上
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

6.6 6.6 6.6 6.6

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）

・避難行動要支援者名簿を活用し、支援者と協力して具
体的な支援方法の検討を進める。

・避難行動要支援者名簿を活用し、支援者と協力して具
体的な支援方法の検討を進める。

2020年度（単位：百万円）

・備蓄計画に基づき備蓄品を整備する。 ・備蓄計画に基づき備蓄品を整備する。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1,638.5 360.8 237.4 396.3 117.0 520.5 6.5 398.1 69.0 7.8 143.0 8.7 137.0 32.6

＜個別事業名＞
・旧国立駅舎再築事業
・旧国立駅舎保存事業
・国立駅南口複合公共施設等整備事業
・国立駅周辺道路・広場整備事業
・都市計画道路3・4・10号線整備事業（延伸部分南工区）

＜関連事業＞
・高架下市民利用施設運営事業
・男女平等参画ステーション設置運営事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

17.6 4.6 13.0 52.2 11.3 3.7 37.2

＜個別事業名＞
・富士見台地域まちづくり事業
・矢川公共用地（都有地）活用事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

計画概要 2018年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向２】
だれもが住みやすい富士見台地域のまちづくり

＜担当部＞
都市整備部

2019年度（単位：百万円）

市
街
地
整
備
の
推
進

【展開方向１】
回遊性のある国立駅周辺地域のまちづくり

＜担当部＞
都市整備部

・旧国立駅舎の再築工事に着手する。
・旧国立駅舎の部材を適切に保管する。
・国立駅北口駅前広場の整備工事を行う。
・国立駅南口広場、北1号線及び東1号線の実施設計を
行う。
・都市計画道路3・4・10号線の用地買収及び電線共同
溝工事を行う。

・旧国立駅舎の再築工事を行う。
・旧国立駅舎の部材を適切に保管する。
・国立駅南口複合公共施設整備の事業者選定を行う。
・北1号線の電線共同溝工事を行う。
・都市計画道路3・4・10号線の引込連系管工事を行
う。

・富士見台地域の重点まちづくりエリアを定め、重点ま
ちづくり構想策定に向けた条件整理を行う。
・矢川公共用地に整備する複合施設の基本計画を策定す
る。

・富士見台地域の重点まちづくり構想案を作成する。
・矢川公共用地に整備する複合施設の基本設計、用地測
量を行い、実施設計に着手する。
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

306.3 49.5 45.2 153.3 22.5 10.0 25.8 337.0 25.0 45.0 196.0 34.5 10.0 26.5

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

31.0 22.6 3.8 4.6 443.0 22.8 33.3 289.4 48.2 40.0 9.3

・富士見台地域の重点まちづくり構想を策定し、より詳
細な実行計画となる重点まちづくり計画の策定に着手す
る。
・矢川公共用地に整備する複合施設の実施設計を行う。

・富士見台地域の重点まちづくり計画の内容について検
討を進める。
・矢川公共用地に整備する複合施設の整備工事に着手す
る。

・国立駅南口複合公共施設整備への実施設計を行う。
・東1号線の電線共同溝工事及び西1号線の整備工事を
行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）2020年度（単位：百万円）

・国立駅南口複合公共施設整備に向けて事業者と詳細な
内容を協議する。
・北1号線の道路復旧工事及び西1條線延伸部分の道路
築造工事を行う。
・都市計画道路3・4・10号線の道路築造工事を行う。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

9.6 9.6 12.5 12.5

＜個別事業名＞
・町名地番整理事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

82.6 15.5 7.0 18.7 30.0 11.4 112.1 36.1 22.7 20.1 33.4

＜個別事業名＞
・南部地域整備事業
・南部地域狭あい道路整備事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

南
部
地
域
の
整
備

【展開方向１】
適正な土地利用の推進

＜担当部＞
都市整備部

・泉三丁目、矢川三丁目地区の町名地番整理を実施す
る。
・谷保六丁目地区の町名地番整理に着手する。

・谷保六丁目地区の町名地番整理を実施する。
・谷保四丁目地区の町名地番整理に着手する。

・南部地域の道路のうち、主に優先的に整備する路線に
ついて、廃道敷の付替交換及び用地買収により拡幅整備
を進める。
・拡幅のための測量、移転等工事等の費用助成制度を創
設し、南部地域における4ｍ未満の市道を計画的に拡幅
整備する。

・南部地域の道路のうち、主に優先的に整備する路線に
ついて、廃道敷の付替交換及び用地買収により拡幅整備
を進める。

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向２】
市民生活を支える道路整備の推進

＜担当部＞
都市整備部
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

12.6 12.6 12.6 12.6

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

263.0 111.3 68.1 60.9 20.0 2.8 150.0 57.5 37.8 36.1 10.0 8.6

・谷保四丁目地区の町名地番整理を実施する。
・矢川一丁目地区の町名地番整理に着手する。

・南部地域の道路のうち、主に優先的に整備する路線に
ついて、廃道敷の付替交換及び用地買収により拡幅整備
を進める。

・矢川一丁目地区の町名地番整理を実施する。
・矢川二丁目地区の町名地番整理に着手する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2021年度（単位：百万円）2020年度（単位：百万円）

・南部地域の道路のうち、主に優先的に整備する路線に
ついて、廃道敷の付替交換及び用地買収により拡幅整備
を進める。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

17.3 17.3 17.3 17.3

＜個別事業名＞
・谷保の原風景保全事業

＜関連事業＞
・地下水涵（かん）養事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

南
部
地
域
の
整
備

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

【展開方向３】
魅力あるまちづくりの推進

＜担当部＞
生活環境部、都市整備部

・市内の貴重な財産である谷保地域の原風景（農地等）
を後世に守り伝えるため、基金への積立てを行う。

・市内の貴重な財産である谷保地域の原風景（農地等）
を後世に守り伝えるため、基金への積立てを行う。
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

17.3 17.3 17.3 17.3

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・市内の貴重な財産である谷保地域の原風景（農地等）
を後世に守り伝えるため、基金への積立てを行う。

・市内の貴重な財産である谷保地域の原風景（農地等）
を後世に守り伝えるため、基金への積立てを行う。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

16.3 5.0 11.3 13.3 13.3

＜個別事業名＞
・ＬＧＢＴ施策推進事業
・男女平等参画ステーション設置運営事業
・夜間・休日女性相談事業（2019経常移行）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

178.2 0.6 132.7 22.1 21.0 1.8 2.0 0.5 1.5

＜個別事業名＞
・地域スポーツクラブ設立支援事業
・東京2020オリンピック・パラリンピック関連事業
・総合体育館外壁等改修事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

＜担当部＞
政策経営部男

女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
と
女
性
へ
の
総
合
的
な
支
援

＜担当部＞
教育委員会

ス
ポ
ー

ツ
の
振
興

計画概要

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

2019年度（単位：百万円）

・東京2020オリンピック・パラリンピックに向け、機
運醸成等の事業を実施する。
・くにたち市民総合体育館の外壁改修工事を行う。

・地域スポーツクラブ設立に向けた準備会を立ちあげ
る。
・東京2020オリンピック・パラリンピックに向け、機
運醸成等の事業を実施する。

・ＬＧＢＴ施策を推進する。
・男女平等参画ステーションを開設し、相談や啓発を行
う。
・夜間・休日に女性相談を受け付ける。

・ＬＧＢＴ施策を推進する。
・男女平等参画ステーションにて相談や啓発を行う。

2018年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

13.3 13.3 13.3 13.3

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 0.5 0.5 1.0 1.0

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・東京2020オリンピック・パラリンピックに向け、機
運醸成等の事業を実施する。

・ＬＧＢＴ施策を推進する。
・男女平等参画ステーションにて相談や啓発を行う。

・ＬＧＢＴ施策を推進する。
・男女平等参画ステーションにて相談や啓発を行う。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

30.5 0.8 6.8 1.0 21.9 26.1 0.8 2.2 23.0

＜個別事業名＞
・骨髄移植ドナー支援事業（2019経常移行）
・がん検診受診率向上事業
・健康づくり推進事業（いきいき地域保健師活動事業）
・健康ウォーキングマップ普及事業
・地域医療計画策定事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

0.7 0.7 0.2 0.2

＜個別事業名＞
・富士見台二丁目遺贈土地・建物活用事業（元気高齢者等の
居場所づくり事業）（2019経常移行）
・介護職員初任者養成支援事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

＜担当部＞
健康福祉部

＜担当部＞
健康福祉部

2018年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

2019年度（単位：百万円）

・「ひらや照らす」の維持管理を行う。
・介護職員初任者養成研修の受講者に対して、一定条件
の下に助成を行う。（2018年度事業評価）

・介護職員初任者養成研修の受講者に対して、一定条件
の下に助成を行う。高

齢
者
福
祉
の
充
実

健
康
づ
く
り
の
推
進
及
び
保
健
と
医
療
の
連
携
強
化

・骨髄等の提供が完了したドナー等に対する助成金を支
給する制度を創設する。
・大腸がん検診と特定健診のセット受診を行う。
・胃がんリスク検査の費用助成を行う。
・健康なまちづくりに向けて「GO！5!健康大作戦」
「いきいき百歳体操」「健康づくり推進員」の各事業を
実施する。
・健康ウォーキングマップの普及イベントを実施する。
・地域医療計画を策定する。

・大腸がん検診と特定健診のセット受診を行う。
・胃がんリスク検査の費用助成を行う。
・健康なまちづくりに向けて「GO！5!健康大作戦」
「いきいき百歳体操」「健康づくり推進員」の各事業を
実施する。

計画概要
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

24.9 0.8 1.0 23.0 24.9 0.8 1.0 23.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・大腸がん検診と特定健診のセット受診を行う。
・胃がんリスク検査の費用助成を行う。
・健康なまちづくりに向けて「GO！5!健康大作戦」
「いきいき百歳体操」「健康づくり推進員」の各事業を
実施する。

・大腸がん検診と特定健診のセット受診を行う。
・胃がんリスク検査の費用助成を行う。
・健康なまちづくりに向けて「GO！5!健康大作戦」
「いきいき百歳体操」「健康づくり推進員」の各事業を
実施する。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

25.9 12.8 2.1 11.0 34.7 26.0 8.7

＜個別事業名＞
・ホームヘルパー介護技術向上・人材育成事業
・しょうがい者日中一時支援事業（2019経常移行）
・あすなろ改修事業
・北三丁目福祉施設整備事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

37.5 8.7 7.9 7.9 13.0 23.5 8.7 6.6 1.6 6.6

＜個別事業名＞
・福祉会館熱源台数制御コントローラ更新工事
・トイレ洋式化改修事業
・ぐるっと地域応援活動（ＣＳＷ事業）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

支
え
合
い
の
地
域
づ
く
り
と
自
立
支
援

計画概要

計画概要

・福祉会館の空調設備を改修する。
・市有施設のトイレ洋式化を行う。
・国立市社会福祉協議会にＣＳＷ（地域福祉コーディ
ネーター）を配置して、地域の課題を地域自ら解決する
体制を構築する。

・市有施設のトイレ洋式化を行う。
・国立市社会福祉協議会にＣＳＷ（地域福祉コーディ
ネーター）を配置して、地域の課題を地域自ら解決する
体制を構築する。

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

＜担当部＞
健康福祉部

し
ょ

う
が
い
し
ゃ

の
支
援

・ホームヘルパーの介護技術向上のための研修会、ホー
ムヘルパー派遣事業者間のネットワークづくりを行う。
（2018事業評価）
・朝や夕方の時間帯に一時的に見守り等の支援が必要な
しょうがいしゃに対し、居場所及び活動の場を提供す
る。
・心身障害者通所訓練施設あすなろの外壁改修工事を行
う。

・北三丁目都有地での知的しょうがいしゃグループホー
ムと児童発達支援センターの整備を支援する。

＜担当部＞
健康福祉部

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

13.6 8.7 4.9 13.6 8.7 4.9

・国立市社会福祉協議会にＣＳＷ（地域福祉コーディ
ネーター）を配置して、地域の課題を地域自ら解決する
体制を構築する。

・国立市社会福祉協議会にＣＳＷ（地域福祉コーディ
ネーター）を配置して、地域の課題を地域自ら解決する
体制を構築する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

10.6 4.9 5.7 83.7 52.7 15.1 15.9

＜個別事業名＞
・コミュニティ施設外壁等改修事業
・空家適正管理事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

23.5 6.1 2.1 15.3 60.6 41.2 6.9 12.5

＜個別事業名＞
・立川崖線保全事業
・花と緑のまちづくり事業
・公園内遊具等施設更新事業
・ママ下湧水公園園路灯設置事業
・府中用水護岸改修工事
・地下水涵（かん）養事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

活
動
の
促
進

＜担当部＞
生活環境部

花
と
緑
と
水
の
あ
る
環
境
づ
く
り

＜担当部＞
生活環境部

2019年度（単位：百万円）

・市が所有する立川崖線沿いの急傾斜地における危険防
止工事の実施設計を行う。
・大学通り緑地帯の花壇づくりや地域緑化等を実施す
る。
・緑のサポーターの育成を行う。
・ママ下湧水公園の東側階段に園路灯を設置する。
・府中用水護岸改修工事に伴う電柱の復元工事に対し補
償費の支出を行う。
・市内の地下水に係る調査を行う。

・市が所有する立川崖線沿いの急傾斜地における危険防
止工事を行う。
・大学通り緑地帯の花壇づくりや地域緑化等を実施す
る。
・緑のサポーターの育成を行う。
・「（仮称）公園施設長寿命化計画」を策定する。
・市内の地下水に係る調査結果に基づき、湧水の維持復
元のための事業を検討・実施する。

・コミュニティ施設5施設の外壁調査及び外壁改修に向
けた実施設計を行う。
・市内の空家の状況把握及び所有者に対する適正管理に
関する啓発を行う。

・コミュニティ施設4施設の外壁調査及び外壁改修に向
けた実施設計を行う。
・コミュニティ施設5施設の外壁改修工事を行う。
・市内の空家の状況把握及び所有者に対する適正管理に
関する啓発を行う。

計画概要 2018年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

121.5 90.4 15.0 10.0 6.1 0.7 0.7

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

5.6 5.6 5.6 5.6

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・大学通り緑地帯の花壇づくりや地域緑化等を実施す
る。
・緑のサポーターの育成を行う。
・「（仮称）公園施設長寿命化計画」に基づき、施設の
更新・修繕等を行う。
・市内の地下水に係る調査結果に基づき、湧水の維持復
元のための事業を検討・実施する。

・大学通り緑地帯の花壇づくりや地域緑化等を実施す
る。
・緑のサポーターの育成を行う。
・「（仮称）公園施設長寿命化計画」に基づき、施設の
更新・修繕等を行う。
・市内の地下水に係る調査結果に基づき、湧水の維持復
元のための事業を検討・実施する。

・コミュニティ施設4施設の外壁改修工事を行う。
・市内の空家の状況把握及び所有者に対する適正管理に
関する啓発を行う。
・市内の空家の実態調査を行う。

・市内の空家の状況把握及び所有者に対する適正管理に
関する啓発を行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

107.3 100.5 6.8 100.8 100.8

＜個別事業名＞
・家庭ごみ有料化事業
・ＥＣＯ生活啓発事業
・ＰＣＢ廃棄物処理事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

439.2 110.9 274.5 15.3 22.0 16.5 383.3 124.4 217.4 13.1 28.4

＜個別事業名＞
・さくら通り改修事業
・道路補修事業
・私道整備事業
・都市計画道路計画変更事業

＜関連事業＞
・都市計画道路3・4・10号線整備事業（延伸部分南工区）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

ご
み
の
減
量
と
適
正
管
理

道
路
の
整
備
と
適
正
管
理

＜担当部＞
都市整備部

計画概要

2019年度（単位：百万円）

・さくら通り第5工区の工事を行う。
・市道の補修・改良を行う。
・私道の簡易舗装による整備を行う。
・都市計画道路3・4・3号線の一部区間廃止に向けた住
民の意向調査と廃止後のまちづくりの検討を行う。

・さくら通り第5工区の工事を行う。
・市道の補修・改良を行う。
・私道の簡易舗装による整備を行う。
・都市計画道路3・4・3号線の一部区間廃止に係る都市
計画原案を作成する。

＜担当部＞
生活環境部

＜担当部＞
生活環境部、行政管理部

・家庭ごみの減量と適正処理を安定的に行う。
・さらなるごみ分別の促進及びごみの総量削減を図るた
め、古紙回収袋、生ごみ水切りネット、生ごみ堆肥化容
器「ミニ・キエーロ」の普及促進を行う。
・市内公共施設に保管している低濃度ポリ塩化ビフェニ
ル廃棄物（ＰＣＢ廃棄物）の処理を行う。

・家庭ごみの減量と適正処理を安定的に行う。
・さらなるごみ分別の促進及びごみの総量削減を図るた
め、古紙回収袋、生ごみ水切りネット、生ごみ堆肥化容
器「ミニ・キエーロ」の普及促進を行う。

計画概要 2018年度（単位：百万円）

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

97.6 97.6 97.6 97.6

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

363.2 120.0 207.0 13.0 10.0 13.2 252.9 86.0 148.5 5.2 13.2

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・さくら通り第6工区の工事を行う。
・市道の補修・改良を行う。
・私道の簡易舗装による整備を行う。
・都市計画道路3・4・3号線の一部区間廃止に係る都市
計画変更に向けた手続を進める。

・さくら通り第6工区の工事を行う。
・市道の補修・改良を行う。
・私道の簡易舗装による整備を行う。

・家庭ごみの減量と適正処理を安定的に行う。
・さらなるごみ分別の促進及びごみの総量削減を図るた
め、古紙回収袋、生ごみ水切りネット、生ごみ堆肥化容
器「ミニ・キエーロ」の普及促進を行う。

・家庭ごみの減量と適正処理を安定的に行う。
・さらなるごみ分別の促進及びごみの総量削減を図るた
め、古紙回収袋、生ごみ水切りネット、生ごみ堆肥化容
器「ミニ・キエーロ」の普及促進を行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

103.0 0.9 53.3 8.9 15.0 24.9 12.8 0.9 11.9

＜個別事業名＞
・交通安全計画策定事業
・国立駅南第２自転車駐車場整備事業
・コミュニティワゴン運行事業
・デマンド型交通導入事業化調査事業
・福祉交通需要調査事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

5.6 5.6 5.4 5.4

＜個別事業名＞
・都市計画マスタープラン改訂事業
・都市景観形成基本計画改訂事業
・用途地域見直し事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

交
通
環
境
の
整
備

＜担当部＞
都市整備部

地
域
特
性
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

＜担当部＞
都市整備部

2019年度（単位：百万円）

・都市計画マスタープランの改訂を行う。
・都市景観形成基本計画改訂に向けて、市民アンケート
や説明会等を実施するとともに、改定案作成への検討を
進める。
・一部の地域における用途地域の見直しに関し、住民説
明会を行い、住民の合意に向けた調整を行う。

・都市景観形成基本計画を改訂する。
・住民の合意が得られた地域において地区計画を策定す
ることにより用途地域の見直しを行う。

・交通安全計画の素案を作成する。
・国立駅南第2自転車駐車場の整備を行う。
・コミュニティワゴンの試行運行を行う。
・デマンド型交通の導入事業化調査を行う。
・福祉交通に関する市民ニーズ調査を行う。

・交通安全計画を策定する。
・デマンド型交通の試行運行を行う。
・福祉交通に関する市民ニーズ調査結果に基づき実施さ
れる福祉交通施策の効果測定のための追跡調査を行う。

計画概要 2018年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

47



事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

2.8 0.9 1.9 1.0 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・策定された交通安全計画に基づき、対策事業を実施す
る。
・福祉交通に関する市民ニーズ調査結果に基づき実施さ
れる福祉交通施策の効果測定のための追跡調査を行う。

・策定された交通安全計画に基づき、対策事業を実施す
る。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

10.9 2.3 8.7 8.4 0.5 7.9

＜個別事業名＞
・個別商店の連携イベント支援事業
・起業（創業）支援事業
・ＬＩＮＫくにたち事業
・フィルムコミッション事業
・公衆無線ＬＡＮ整備事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

17.2 6.2 11.0 4.6 4.6

＜個別事業名＞
・認定農業者支援事業
・灌漑設備改修事業
・くにたち野菜ＰＲ事業

＜関連事業＞
・谷保の原風景保全事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

＜担当部＞
生活環境部

＜担当部＞
都市整備部

計画概要

農
業
振
興
と
農
地
保
全
の
推
進

計画概要

・認定農業者に対して、「農業経営改善計画」の目標達
成に向けた支援を行う。
・ヤクルト研究所前の用水路に設置してある堰の機能改
善及びさとのいえ稲作体験用水田の道路からの出入口の
改善を行う。
・「くにたち野菜」のシールを作成・配布して普及を図
るとともに、販売会を開催する。

・認定農業者に対して、「農業経営改善計画」の目標達
成に向けた支援を行う。
・「くにたち野菜」のシールを作成・配布して普及を図
るとともに、販売会を開催する。

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

商
工
業
振
興
と
観
光
施
策
の
強
化

・個別商店の連携によるイベントに対する補助制度を創
設する。
・起業支援セミナーを開催するとともに、市内で起業す
る事業者への初期費用・家賃等の一部補助を行う。
（2018事業評価）
・大学通りにて開催される「ＬＩＮＫくにたち」の開催
を支援する。
・市内で行われるロケーション撮影の情報収集や映像制
作会社等のロケーション撮影を支援する。（2018事業
評価）
・駅周辺での公衆無線ＬＡＮ設置に関する検討を進め
る。

・個別商店の連携によるイベントに対して補助を行う。
・大学通りにて開催される「ＬＩＮＫくにたち」の開催
を支援する。
・検討結果に基づき、駅周辺に公衆無線ＬＡＮを整備す
る。
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

6.9 6.9 6.3 6.3

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

4.6 4.6 0.3 0.3

2021年度（単位：百万円）

・認定農業者に対して、「農業経営改善計画」の目標達
成に向けた支援を行う。（2020事業評価）
・「くにたち野菜」のシールを作成・配布して普及を図
るとともに、販売会を開催する。

・「くにたち野菜」のシールを作成・配布して普及を図
るとともに、販売会を開催する。

2020年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・個別商店の連携によるイベントに対して補助を行う。
・大学通りにて開催される「ＬＩＮＫくにたち」の開催
を支援する。

・個別商店の連携によるイベントに対して補助を行う。
・大学通りにて開催される「ＬＩＮＫくにたち」の開催
を支援する。
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.2 1.2 0.9 0.9

＜個別事業名＞
・戦争体験継承事業
・くにたち平和の日事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

4.9 2.4 2.5 47.3 35.4 5.9 6.0

＜個別事業名＞
・公民館外壁改修事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

＜担当部＞
教育委員会

計画概要

生
涯
学
習
の
環
境
づ
く
り

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

人
権
・
平
和
の
推
進

＜担当部＞
政策経営部

・公民館外壁改修の実施設計を行う。 ・公民館の外壁改修工事を行う。

・戦争体験や平和の伝承活動を行う。
・「くにたち平和の日」のイベントを開催し、「くにた
ち平和文学賞」の授賞式も併せて行う。

・戦争体験や平和の伝承活動を行う。
・東京大空襲に関する伝承者を育成する。
・「くにたち平和の日」のイベントを開催する。

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

0.7 0.7 0.7 0.7

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・戦争体験や平和の伝承活動を行う。
・「くにたち平和の日」のイベントを開催する。

・戦争体験や平和の伝承活動を行う。
・「くにたち平和の日」のイベントを開催する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

7.0 4.0 2.9 7.0 4.0 2.9

＜個別事業名＞
・特殊詐欺被害対策事業
・安心安全カメラ設置支援事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

247.0 200.6 19.7 20.0 6.7 273.1 224.9 22.5 25.7

＜個別事業名＞
・街路灯省電力化事業
・公園施設等照明ＬＥＤ化事業
・省エネ住宅促進事業
・環境ネットワーク事業
・市域の温室効果ガス削減目標設定・施策推進事業 年

度
ご
と
の
事
業
展
開

防
犯
対
策
の
強
化

＜担当部＞
行政管理部

環
境
の
保
全

＜担当部＞
生活環境部、都市整備部

計画概要

計画概要

・自動通話録音機を購入し、高齢者へ貸与する。
・安心安全カメラを設置する商店会等への補助を行う。

・自動通話録音機を購入し、高齢者へ貸与する。
・安心安全カメラを設置する商店会等への補助を行う。

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

・市内街路灯のＬＥＤ化を行う。
・処理場広場テニスコートの照明をＬＥＤ化する。
・公園施設等の水銀灯の現況調査を行う。
・住宅に省エネルギー効果の高い設備等を導入した市民
に対し、導入経費の一部を助成する。
・地球温暖化の防止に向けた取組みを全市的に推進する
ため、市域における温室効果ガス削減目標を設定し、達
成に向けた施策の検討を行う。

・市内街路灯のＬＥＤ化を行う。
・公園施設等の水銀灯のＬＥＤ化を行う。
・住宅に省エネルギー効果の高い設備等を導入した市民
に対し、導入経費の一部を助成する。
・温室効果ガス削減目標の達成に向けた対策事業を推進
する。

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

23.2 10.0 13.2 23.2 10.0 13.2

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・公園施設等の水銀灯のＬＥＤ化を行う。
・住宅に省エネルギー効果の高い設備等を導入した市民
に対し、導入経費の一部を助成する。
・温室効果ガス削減目標の達成に向けた対策事業を推進
する。

・公園施設等の水銀灯のＬＥＤ化を行う。
・住宅に省エネルギー効果の高い設備等を導入した市民
に対し、導入経費の一部を助成する。
・温室効果ガス削減目標の達成に向けた対策事業を推進
する。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

45.9 8.2 37.7 23.7 8.1 15.6

＜個別事業名＞
・第2次基本計画策定事業
・高架下市民利用施設運営事業
・休日開庁事業
・戸籍の附票に係る住民移動情報連携事業（2019経常移行）
・オリジナル婚姻届事業
・都市間交流推進事業
・屋内消火栓設備等交換事業
・接遇能力向上事業（2019経常移行）
・ハラスメント外部相談窓口設置事業（2019経常移行）
・タブレット導入事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

0.7 0.7 1.0 1.0

＜個別事業名＞
・ホームページクオリティ調査事業
・シティプロモーション事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

＜担当部＞
政策経営部、行政管理部、生活環境部

＜担当部＞
政策経営部

変
化
に
対
応
で
き
る
柔
軟
で
効
率
的
な
行
政
運
営

計画概要

・ホームページのアクセシビリティ向上のため、総務省
の基準をもとに全ページを解析調査する。
・効果的に国立市の魅力を市内外に発信するため、マー
ケティングの視点を取り入れた検討を行う。

・マーケティングの視点を取り入れたシティプロモー
ション事業の検討・実施。

情
報
の
積
極
的
な
発
信
と
共
有
・
保
護

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

・第5期基本構想第2次基本計画の策定に向けた市政世
論調査を行う。
・くにたち駅前市民プラザの開設・運営を行う。
・毎月第2・第4土曜日に住所異動、住民票等各種証
明、印鑑登録の窓口を試行的に開庁する。（くにたち駅
前市民プラザ及びコンビニ交付等の影響を評価し、以降
の運用を検討）
・市内に本籍を有する方の移動データを住基ネット統合
端末から戸籍総合システムへ移行できるようシステム改
修を行う。
・オリジナル婚姻届を作成・販売する。
・交流先候補都市との協定締結に向けた協議を行う。
・庁舎の屋内消火栓設備の改修を行う。
・職員にユニバーサルマナー研修を行う。
・市職員のハラスメント被害に関する相談窓口を外部に
設置する。
・タブレット端末を導入し、試験的に活用する。

・第5期基本構想第2次基本計画を策定する。
・くにたち駅前市民プラザの運営を行う。
・オリジナル婚姻届を販売する。
・交流先候補都市との協定締結に向けた協議を行う。協
定締結に至った都市とは交流事業を行う。
・タブレット端末を導入し、試験的に活用する。
（2019年度事業評価）

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

22.3 8.1 14.2 20.9 8.1 12.8

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

・マーケティングの視点を取り入れたシティプロモー
ション事業の検討・実施。

・マーケティングの視点を取り入れたシティプロモー
ション事業の検討・実施。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）

・くにたち駅前市民プラザの運営を行う。
・オリジナル婚姻届を販売する。（2020年度事業評
価）
・交流先候補都市との協定締結に向けた協議を行う。協
定締結に至った都市とは交流事業を行う。

・くにたち駅前市民プラザの運営を行う。
・交流先候補都市との協定締結に向けた協議を行う。協
定締結に至った都市とは交流事業を行う。

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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施策
名称

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

5.2 5.2 1.0 1.0

＜個別事業名＞
・課税資料電子化事業（2019経常移行）
・市税等モバイルレジクレジット収納対応事業（2019経常移
行）

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

6.0 6.0 1.0 1.0

＜個別事業名＞
・ストックマネジメント事業
・富士見台4丁目自転車保管場所跡地売却事業

年
度
ご
と
の
事
業
展
開

・公共施設再編計画を策定する。
・条件が整い次第、富士見台4丁目自転車保管場所跡地
を売却する。

・公共施設再編計画の進捗管理を行う。

＜担当部＞
政策経営部、行政管理部

・過去の固定資産税の課税資料の電子化及びシステムへ
の取り込みを行う。
・市税等のモバイルクレジット収納サービスを開始す
る。

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

計画概要 2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円）

将
来
に
わ
た
っ

て
持
続
可
能
な
財
政
運
営

＜担当部＞
政策経営部
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事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

1.0 1.0 1.0 1.0

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

5.0 5.0 1.0 1.0

2021年度（単位：百万円）

・公共施設再編計画の進捗管理を行う。
・公共施設白書の更新を行う。

・公共施設再編計画の進捗管理を行う。

2020年度（単位：百万円）

2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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特別会計繰出金

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

事業費 国 都 起債
都総合
交付金

その他
一般
財源

国民健康保険特別会計 1,010.1 52.8 130.1 827.2 1,044.1 51.7 129.6 862.8 1,060.7 50.7 129.0 881.0 1,091.7 49.6 128.5 913.6

下水道事業特別会計 1,091.0 1,091.0 1,039.0 1,039.0 1,012.5 1,012.5 946.1 946.1

介護保険特別会計 923.3 5.4 2.7 915.2 956.5 5.2 2.8 948.5 997.8 5.9 2.9 989.0 1,044.9 6.1 3.1 1,035.7

後期高齢者医療特別会計 777.1 84.5 1.2 691.4 799.2 87.0 0.8 711.4 839.7 95.7 0.4 743.6 865.8 98.6 767.2

繰出金計 3,801.5 58.2 217.3 1.2 3,524.8 3,838.8 56.9 219.4 0.8 3,561.7 3,910.7 56.6 227.6 0.4 3,626.1 3,948.5 55.7 230.2 3,662.6

特別会計名称

2018年度（単位：百万円） 2019年度（単位：百万円） 2020年度（単位：百万円） 2021年度（単位：百万円）
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